
（別紙） 

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱一部改正新旧対照表 

 

改正後 改正前 

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱 

 
（通則） 

１ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律

第１１４号）（以下「感染症法」という。）第６１条、検疫法（昭和２６年法

律第２０１号）第３３条、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５１条第

３項、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改

正する法律（令和４年法律第９６号。以下「令和４年一部改正法」という。）

第６条による改正前の予防接種法第２７条第３項及び予防接種法及び結核予防

法の一部を改正する法律（昭和５１年法律第６９号。以下「昭和５１年一部改

正法」という。）附則第３条第２項に係る国庫負担金並びに感染症対策特別促

進事業、特定感染症検査等事業、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業、予防

接種センター機能推進事業、ポリオ生ワクチン２次感染対策事業、ワクチン副

反応相談体制構築事業、マイナンバー情報連携体制整備事業、エイズ対策促進

事業、抗菌薬確保支援事業、感染症臨床研究体制構築事業、感染症危機管理リ

ーダーシップ人材育成事業、病原体検査体制訓練事業、肝炎情報センター戦略

的強化事業、肝炎研究基盤整備事業、全国医療情報プラットフォーム連携基盤

調査事業、予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分）、新型コロナウ

イルス感染症患者等に対する公費支援事業、リウマチ・アレルギー特別対策事

業、療養生活環境整備事業、難病特別対策推進事業、慢性腎臓病（ＣＫＤ）特

別対策事業、特定疾患治療研究事業、脳卒中・心臓病等特別対策事業、難病等

制度推進事業、腎不全の症状緩和等に関する研修体制支援事業、腎不全患者の

在宅医療等に関する医療連携体制モデル事業、腎不全医療に関する情報提供体

制整備事業、地域保健医療等推進事業、健康的な生活習慣づくり重点化事業、

特殊な調理に対応できる調理師研修事業、がん診療連携拠点病院機能強化事

業、都道府県健康対策推進事業、新たなステージに入ったがん検診の総合支援

事業、がん検診従事者研修事業、がんゲノム情報管理センター事業、希少がん

診断のための病理医育成事業、小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱 

 
（通則） 

１ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律

第１１４号）（以下「感染症法」という。）第６１条、検疫法（昭和２６年法

律第２０１号）第３３条、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第２７条第

２項、予防接種法及び結核予防法の一部を改正する法律（昭和５１年法律第６

９号）（以下「昭和５１年一部改正法」という。）附則第３条第２項に係る国

庫負担金並びに感染症対策特別促進事業、特定感染症検査等事業、肝がん・重

度肝硬変治療研究促進事業、予防接種センター機能推進事業、ポリオ生ワクチ

ン２次感染対策事業、新型コロナワクチン副反応相談体制構築事業、マイナン

バー情報連携体制整備事業、エイズ対策促進事業、公費負担医療対応システム

改修事業、抗菌薬確保支援事業、感染症臨床研究体制構築事業、感染症危機管

理リーダーシップ人材育成事業、病原体検査体制訓練事業、肝炎情報センター

戦略的強化事業、肝炎研究基盤整備事業、全国医療情報プラットフォーム連携

基盤調査事業、予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分）、リウマ

チ・アレルギー特別対策事業、療養生活環境整備事業、難病特別対策推進事

業、慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業、特定疾患治療研究事業、脳卒中・心

臓病等特別対策事業、難病等制度推進事業、脳卒中・心臓病等総合支援センタ

ーモデル事業、慢性腎臓病（ＣＫＤ）重症化予防のための診療体制構築及び多

職種連携モデル事業、地域保健医療等推進事業、健康的な生活習慣づくり重点

化事業、特殊な調理に対応できる調理師研修事業、がん診療連携拠点病院機能

強化事業、都道府県健康対策推進事業、新たなステージに入ったがん検診の総

合支援事業、がん検診従事者研修事業、がんゲノム情報管理センター事業、希

少がん診断のための病理医育成事業、小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温

存療法研究促進事業、アピアランス支援モデル事業、子宮頸がん検診における

HPV 検査単独法導入に伴う健康管理システムの改修事業、予防接種事故発生調

査事業、女性の健康支援事業及び健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第



研究促進事業、重喫煙者に対する低線量 CT による肺がん検診実証事業、国民

健康・栄養調査オンラインシステム化等事業、予防接種事故発生調査事業、女

性の健康支援事業及び健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１７条第１

項及び第１９条の２（健康増進法施行規則第４条の２第６項を除く。）に基づ

く健康増進事業に係る国庫補助金については、予算の範囲内において交付する

ものとし、感染症法、検疫法、予防接種法、地域保健法（昭和２２年法律第１

０１号）、保健所において執行される事業等に伴う経理事務の合理化に関する

特別措置法（昭和３９年法律第１５５号）、健康増進法、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚

生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年厚生省令第６号）の規定によるほ

か、この交付要綱の定めるところによる。 労働省 

 

（交付の目的） 

２ （略） 

 

（交付の対象） 

３（１）～（２） （略） 

 

３（３）予防接種対策費負担金 

    予防接種対策事業 

    予防接種事故救済給付費 

予防接種法第５０条第２項、令和４年一部改正法第６条による改正前

の予防接種法第２６条第２項及び昭和５１年一部改正法附則第３条第２

項の規定により市町村が支弁する費用に対して都道府県が行う負担事業

（ただし、予防接種法第６条第３項に基づき実施された新型コロナウイ

ルス感染症に係る予防接種によるものを除く） 

 

（４）アの（ア）～（オ） （略） 

 

（カ）ワクチン副反応相談体制構築事業 

令和８年４月８日感発０４０８第１６号厚生労働省健康・生活衛生局感染

症対策部長通知の別紙「ワクチン副反応相談体制構築事業実施要綱」により

都道府県が行う事業 

 

（キ）～（ク） （略） 

１７条第１項及び第１９条の２（健康増進法施行規則第４条の２第６項を除

く。）に基づく健康増進事業に係る国庫補助金については、予算の範囲内にお

いて交付するものとし、感染症法、検疫法、予防接種法、地域保健法（昭和２

２年法律第１０１号）、保健所において執行される事業等に伴う経理事務の合

理化に関する特別措置法（昭和３９年法律第１５５号）、健康増進法、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５

５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年厚生省令第６号）の

規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 労働省 

 

 

 

 

（交付の目的） 

２ （略） 

 

（交付の対象） 

３（１）～（２） （略） 

 

３（３）予防接種対策費負担金 

    予防接種対策事業 

    予防接種事故救済給付費 

予防接種法第２６条第２項及び昭和５１年一部改正法附則第３条第２

項の規定により市町村が支弁する費用に対して都道府県が行う負担事業

（ただし、予防接種法第６条第３項に基づき実施された新型コロナウイ

ルス感染症に係る予防接種によるものを除く） 

 

 

（４）アの（ア）～（オ） （略） 

 

（カ）新型コロナワクチン副反応相談体制構築事業 

令和６年１月２５日感発０１２５第６号厚生労働省健康・生活衛生局感染

症対策部長通知の別紙「新型コロナワクチン副反応相談体制構築事業実施要

綱」により都道府県が行う事業 

 

（キ）～（ク） （略） 



（削除） 

 

 

 

 

（ケ）抗菌薬確保支援事業 

令和８年４月９日感発０４０９第１号厚生労働省健康・生活衛生局感染症

対策部長通知の別紙「抗菌薬確保支援事業実施要綱」に基づき、別に定める

抗菌薬確保支援事業公募要項（以下「抗菌薬確保支援事業公募要項」とい

う。）により選出された法人等が行う事業 

（コ）感染症臨床研究体制構築事業 

（略） 

（サ）感染症危機管理リーダーシップ人材育成事業 

（略） 

（シ）病原体検査体制訓練事業 

（略） 

（ス）肝炎情報センター戦略的強化事業 

（略） 

（セ）肝炎研究基盤整備事業  

（略）  

（ソ）全国医療情報プラットフォーム連携基盤調査事業  

（略） 

（タ）予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分）  

   （略） 

（チ）新型コロナウイルス感染症患者等に対する公費支援事業 

令和８年４月７日感発０４０７第４号厚生労働省健康・生活衛生局感染症

対策部長通知の別紙「新型コロナウイルス感染症患者等に対する公費支援事

業実施要綱」により都道府県が行う事業 

 

イ （略） 

 

（５） 

ア ～ カ （略） 

 

キ 難病等制度推進事業 

令和８年６月 12 日健生発０６１２第８号厚生労働省健康・生活衛生局長通知

（ケ）公費負担医療対応システム改修事業 

令和５年５月８日健発０５０８第９号厚生労働省健康局長通知の別紙「公

費負担医療対応システム改修事業実施要綱」により公益社団法人国民健康保

険中央会が行う事業 

 

（コ）抗菌薬確保支援事業 

令和７年３月３１日感発０３３１第５号厚生労働省健康・生活衛生局感染

症対策部長通知の別紙「抗菌薬確保支援事業実施要綱」に基づき、別に定め

る抗菌薬確保支援事業公募要項（以下「抗菌薬確保支援事業公募要項」とい

う。）により選出された法人等が行う事業 

（サ）感染症臨床研究体制構築事業 

（略） 

（シ）感染症危機管理リーダーシップ人材育成事業 

（略） 

（ス）病原体検査体制訓練事業 

（略） 

（セ）肝炎情報センター戦略的強化事業 

（略） 

（ソ）肝炎研究基盤整備事業  

（略）  

（タ）全国医療情報プラットフォーム連携基盤調査事業  

（略）  

（チ）予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分）  

   （略） 

（新規） 

 

 

 

 

イ （略） 

 

（５） 

ア ～ カ （略） 

 

キ 難病等制度推進事業 

令和７年６月２３日健生発０６２３第４号厚生労働省健康・生活衛生局長通



の別紙「令和８年度難病等制度推進事業実施要綱」に基づき、別に定める令和

８年度難病等制度推進事業公募要領により選出された都道府県、指定都市及び

法人が実施する事業 

 

ク 腎不全の症状緩和等に関する研修体制支援事業 

令和８年４月７日健生発０４０７第５号厚生労働省健康・生活衛生局長通知

の別添「腎不全患者の症状緩和等に関する研修体制支援事業実施要綱」に基づ

き、別に定める腎不全患者の症状緩和等に関する研修体制支援事業公募要領に

より選出された法人等が行う事業 

ケ 腎不全患者の在宅医療等に関する医療連携体制モデル事業 

令和８年４月７日健生発０４０７第２５号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知の別添「腎不全患者の在宅医療等に関する医療連携体制モデル事業実施要

綱」に基づき、別に定める腎不全患者の在宅医療等に関する医療連携体制モデ

ル事業公募要領により選出された法人等が行う事業 

コ 腎不全医療に関する情報提供体制整備事業 

令和８年４月７日健生発０４０７第２６号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知の別添「腎不全医療に関する情報提供体制整備事業実施要綱」に基づき、別

に定める腎不全医療に関する情報提供体制整備事業公募要領により選出された

法人等が行う事業 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（６）～（７） （略） 

 

（８）のア（ア）～（ケ） （略） 

 

知の別紙「令和７年度難病等制度推進事業実施要綱」に基づき、別に定める令

和７年度難病等制度推進事業公募要領により選出された都道府県、指定都市及

び法人が実施する事業 

 

（新規） 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

ク 脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業 

令和７年４月１日健生発０４０１第２３号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知の別添「脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業実施要綱」に基づ

き、別に定める令和７年度脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業公募

要綱により選出された法人等が行う事業 

ケ 慢性腎臓病（ＣＫＤ）重症化予防のための診療体制構築及び多職種連携モデ

ル事業 

令和７年４月１日健生発０４０１第２２号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知の別添「令和７年度慢性腎臓病（ＣＫＤ）重症化予防のための診療体制構築

及び多職種連携モデル事業実施要綱」に基づき、別に定める令和７年度慢性腎

臓病（ＣＫＤ）重症化予防のための診療体制構築及び多職種連携モデル事業公

募要領により選出された法人等が行う事業 

（６）～（７） （略） 

 

（８）のア（ア）～（ケ） （略） 

 



（削除） 

 

 

 

 

 

（コ）女性の健康支援事業 

（略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（サ）重喫煙者に対する低線量 CT による肺がん検診実証事業 

令和８年３月 31 日健生発０３３１第１４号厚生労働省健康・生活衛生局

長通知の別紙「重喫煙者に対する低線量 CT による肺がん検診実証事業実施

要綱」に基づき、別に定める令和８年度重喫煙者に対する低線量 CT による

肺がん検診実証事業公募要綱により選出された市区町村が行う事業 

 

（シ）国民健康・栄養調査のオンラインシステム化等事業 

令和８年４月１日健生発０４０１第６号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知の別紙「国民健康・栄養調査オンラインシステム化等事業実施要綱」によ

り、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所が行う事業 

 

イ （略） 

 

（交付額の算定方法） 

４の（１）～（２） （略） 

（３）３の（１）のアの（イ）の事業 

３の（１）のイ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）の a、ｂ、ｃ、e、f、（イ）

（肝炎ウイルス検査費（委託医療機関）を除く）、（ウ）、（エ）、（カ）、

（キ）、（ク）、（コ）、（サ）、（シ）、（ス）、（セ）、（ソ）、

（タ）、（チ）、（５）のア、エ、カ、キ、ク、ケ、コ、（６）、（７）、

（コ）アピアランス支援モデル事業 

令和７年４月１日健生発０４０１第５９号厚生労働省健康・生活衛生局長

通知の別紙「令和７年度アピアランス支援モデル事業実施要綱」に基づき、

別に定めるアピアランス支援モデル事業公募要綱により選定された医療機関

が行う事業 

 

（サ）女性の健康支援事業 

（略） 

 

（シ）子宮頸がん検診における HPV 検査単独法導入に伴う健康管理システムの改

修事業  

令和７年４月１日健生発０４０１第６１号厚生労働省健康・生活衛生局長

通知の別紙「子宮頸がん検診における HPV 検査単独法導入に伴う健康管理シ

ステムの改修事業実施要綱」により市区町村（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２８４条に規定する地方公共団体の組合を含む。）が行う事業 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

イ （略） 

 

（交付額の算定方法） 

４の（１）～（２） （略） 

（３）３の（１）のアの（イ）の事業 

３の（１）のイ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）の a、ｂ、ｃ、e、f、（イ）

（肝炎ウイルス検査費（委託医療機関）を除く）、（ウ）、（エ）、（カ）、

（キ）、（ク）、（ケ）、（サ）、（シ）、（ス）、（セ）、（ソ）、

（タ）、（チ）、（５）のア、エ、カ、キ、ク、ケ、（６）、（７）、（８）



（８）の アの（ア）、（イ）、（ウ）のａ（ａ）、（ｂ）、ｂ（ａ）、c、

d、e、f、(エ）、（オ）、（カ）、（キ）、（ク）、(ケ) 、（コ）、（サ）、

（シ）及びイの（ア）のｂの事業 

 

ア （略） 

 

イ アにより選定された額と第２欄に定める種目ごとの総事業費から寄付金その

他の収入額（３の（１）のウの事業にあっては、検疫法第３２条第３項にお

いて準用する同条第１項又は２項の規定により徴収した実費の額を含む。）

を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。この場合において３の（４）のア（サ）、（８）のア

（ケ）及びイの（ア）のｂの事業については、種目ごとの算出額に 1,000 円

未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

ただし、別表４の対象団体が行う３の（４）から（８）の事業（ただし、３

の（４）のアの（コ）、（シ）、（ス）、（セ）、（ソ）、（５）のク、

ケ、コ、（８）のアの（ア）の d、（イ）、（ウ）のａ（ｂ）、c、d、e、f、

（オ）、（キ）、（ク）、（シ）及びイの（ア）の事業を除く。）にあって

はアにより選定された額と第２欄に定める種目ごとの総事業費から寄付金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に定める補助

率を乗じて得た額に同表に定める調整率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

（４）～（７） 略 

 

（８） ３の（４）のアの（ケ）の事業 

 

ア～イ （略） 

 

（９）～（13） 略 

 

（交付額の下限） 

５ （略） 

 

（交付の条件） 

６ （１）～（12） （略） 

 

（13） ３の（１）のイ及び（２）の事業について、交付額が確定した後に、過

の アの（ア）、（イ）、（ウ）のａ（ａ）、（ｂ）、ｂ（ａ）、c、d、e、

f、(エ）、（オ）、（カ）、（キ）、（ク）、(ケ) 、（コ）、（サ）、（シ）

及びイの（ア）のｂの事業 

 

ア （略） 

 

イ アにより選定された額と第２欄に定める種目ごとの総事業費から寄付金その

他の収入額（３の（１）のウの事業にあっては、検疫法第３２条第３項にお

いて準用する同条第１項又は２項の規定により徴収した実費の額を含む。）

を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。この場合において３の（４）のア（シ）、（８）のア

（ケ）及びイの（ア）のｂの事業については、種目ごとの算出額に 1,000 円

未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

ただし、別表４の対象団体が行う３の（４）から（８）の事業（ただし、３

の（４）のアの（ケ）、（サ）、（ス）、（セ）、（ソ）、（タ）、（５）

のク、ケ、（８）のアの（ア）の d、（イ）、（ウ）のａ（ｂ）、c、d、e、

f、（オ）、（キ）、（ク）及びイの（ア）の事業を除く。）にあってはアに

より選定された額と第２欄に定める種目ごとの総事業費から寄付金その他の

収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に定める補助率を乗

じて得た額に同表に定める調整率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

（４）～（７） 略 

 

（８） ３の（４）のアの（コ）の事業 

 

ア～イ （略） 

 

（９）～（13） 略 

 

（交付額の下限） 

５ （略） 

 

（交付の条件） 

６ （１）～（12） （略） 

 

（13） ３の（１）のイ及び（２）の事業について、交付額が確定した後に、過



誤調整等により保険医療機関等から返還されたこれらの事業に係る返還金

に、診療年月の特定が困難である額があった場合には、別紙様式第１４に

より速やかに厚生労働大臣に報告し、その指示を受けて、診療年月の特定

が困難である返還金の額に４の表の第５欄に定める補助率を乗じて得た額

を国庫に返還しなければならない。 

なお、令和５年度以前に保険医療機関等から返還された返還金に診療年月

の特定が困難である額があった場合の取扱いについても同様とする。 

 

（14） ３の（４）のアの（チ）の事業について、過誤調整等により保険医療機

関等から返還された返還金がある場合には、保険医療機関等に支払った支

払額と当該返還金を相殺して所要額を算出するものとする。相殺してもな

お返還金が生じる場合には、別紙様式第１５により速やかに厚生労働大臣

に報告し、その指示を受けて、当該返還金を国庫に返還しなければならな

い。 

 

（申請手続） 

７ この国庫負担（補助）金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）市町村（指定都市及び中核市を除く。）及び特別区が行う３の（１）の

ア、イ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）のａ、ｂ、ｄ、（イ）、

（キ）、（ク）、（サ）、（タ）、（５）のウの（ウ）、（６）、

（７）、（８）のアの（ア）のａ、ｂ、ｃ、（オ）及び（サ）の事業 

 

ア～イ （略） 

 

 （２） （略） 

 

（変更申請手続） 

８ （略） 

 

（交付決定までの標準的期間） 

９ （略） 

 

（負担（補助）金の概算払） 

10 （略） 

 

(交付決定の通知) 

誤調整等により保険医療機関等から返還されたこれらの事業に係る返還金

に、診療年月の特定が困難である額があった場合には、別紙様式１４によ

り速やかに厚生労働大臣に報告し、その指示を受けて、診療年月の特定が

困難である返還金の額に４の表の第５欄に定める補助率を乗じて得た額を

国庫に返還しなければならない。 

なお、令和５年度以前に保険医療機関等から返還された返還金に診療年月

の特定が困難である額があった場合の取扱いについても同様とする。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

（申請手続） 

７ この国庫負担（補助）金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）市町村（指定都市及び中核市を除く。）及び特別区が行う３の（１）の

ア、イ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）のａ、ｂ、ｄ、（イ）、

（キ）、（ク）、（シ）、（チ）、（５）のウの（ウ）、（６）、

（７）、（８）のアの（ア）のａ、ｂ、ｃ、（オ）及び（シ）の事業 

 

ア～イ （略） 

 

 （２） （略） 

 

（変更申請手続） 

８ （略） 

 

（交付決定までの標準的期間） 

９ （略） 

 

（負担（補助）金の概算払） 

10 （略） 

 

(交付決定の通知) 



11 （略） 

 

（実績報告） 

12 この国庫負担（補助）金の事業実績報告書は、次により行うものとする。 

 （１）市町村（指定都市及び中核市を除く。）及び特別区が行う３の（１）の

ア、イ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）のａ、ｂ、ｄ、（イ）、

（キ）、（ク）、（サ）、（タ）、（５）のウの（ウ）、（６）、

（７）、（８）のアの（ア）のａ、ｂ、ｃ、（オ）及び（サ）の事業 

 

ア～イ （略） 

  

（２）法人が行う３の（４）のアの（ケ）、（コ）、（シ）、（ス）、

（セ）、（５）キ、ク、ケ及びコの事業 

当該年度の事業が完了したときは、別紙様式第９による事業実績報告書

に関係書類を添えて、事業の完了した日から起算して１カ月を経過した日

又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに厚生労働大臣に提出するも

のとする。 

 

（３）社会保険診療報酬支払基金が行う３の（４）のアの（ソ）の事業 

当該年度の事業が完了したときは、別紙様式第９による事業実績報告書に

関係書類を添えて、翌年度の７月 10 日までに厚生労働大臣に提出するものと

する。 

 

（４）（１）、（２）及び（３）以外の事業 

当該年度の事業が完了したときは、別紙様式第９による事業実績報告書に関

係書類を添えて、事業の完了した日から起算して１カ月を経過した日又は翌年

度の６月末日のいずれか早い日までに厚生労働大臣に提出するものとする。 

 

（補助金の額の確定通知） 

13 （略） 

 

（負担（補助）金の返還） 

14 （略） 

 

（その他） 

15 （略） 

11 （略） 

 

（実績報告） 

12 この国庫負担（補助）金の事業実績報告書は、次により行うものとする。 

 （１）市町村（指定都市及び中核市を除く。）及び特別区が行う３の（１）の

ア、イ、ウ、（２）、（４）のアの（ア）のａ、ｂ、ｄ、（イ）、

（キ）、（ク）、（シ）、（チ）、（５）のウの（ウ）、（６）、

（７）、（８）のアの（ア）のａ、ｂ、ｃ、（オ）及び（シ）の事業 

 

ア～イ （略） 

  

（２）法人が行う３の（４）のアの（コ）、（サ）、（ス）、（セ）、

（ソ）、（タ）、（５）キ、ク及びケの事業 

当該年度の事業が完了したときは、別紙様式第９号による事業実績報

告書に関係書類を添えて、事業の完了した日から起算して１カ月を経過

した日又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに厚生労働大臣に

提出するものとする。 

 

（新規） 

 

 

 

（３）（１）及び（２）以外の事業 

当該年度の事業が完了したときは、別紙様式第９による事業実績報告書に

関係書類を添えて、事業の完了した日から起算して１カ月を経過した日又は翌

年度の６月末日のいずれか早い日までに厚生労働大臣に提出するものとする。 

 

 

（補助金の額の確定通知） 

13 （略） 

 

（負担（補助）金の返還） 

14 （略） 

 

（その他） 

15 （略） 



 

 

以上 

 

 

以上 

 



 

 

（感染症予防事業費等負担金） （略） 

項 1 区分 2 種目 3 基準額 4 対象経費 5 補助率 

感

染

症

対

策

費 

 

 

 

感染症

予防事

業費都

道府県

支弁分 

１手当 （略） （略） （略） 

２旅費 （略） （略） （略） 

３事務費 （略） 感染症予防事務

に必要な報酬、給料

（ただし会計年度

任用職員へ支給さ

れるものに限る）、

職員手当等（ただし

会計年度任用職員

へ支給されるもの

に限る）、賃金、報償

費 、需用費（消耗品

費、燃料費、食糧費、

印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、役務費

（通信運搬費、広告

料、手数料 ）、委託

料、使用料及び賃借

料、備品購入費  

（略） 

 

（感染症予防事業費等負担金） （略） 

項 1 区分 2 種目 3 基準額 4 対象経費 5 補助率 

感

染

症

対

策

費 

 

 

 

感染症

予防事

業費都

道府県

支弁分 

１手当 （略） （略） （略） 

２旅費 （略） （略） （略） 

３事務費 （略） 感染症予防事務

に必要な報酬、給料

（ただし会計年度

任用職員へ支給さ

れるものに限る）、

職員手当等（ただし

会計年度任用職員

へ支給されるもの

に限る）、賃金、報償

費、需用費、（消耗品

費、燃料費、食糧費、

印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、役務費

（通信運搬費、広告

料、手数料 ）、委託

料、使用料及び賃借

料、備品購入費  

（略） 



ただし、結核に係

る感染症法第１７

条に規定する者に

対する健康診断、感

染症法第１８条第

４項、第２２条第４

項に規定する請求

に基づき行う確認

検査、感染症法第５

３条の１３の規定

による精密検査の

実施に必要な経費

を除く。  

 

４健康診

断費（結

核除く） 

（略） （略） （略） 

５健康診

断費（結

核に限

る） 

（略） （略） （略） 

６管理検

診費 

（略） （略） （略） 

ただし、結核に係

る感染症法第１７

条に規定する者に

対する健康診断、感

染症法第１８条第

４項、第２２条第４

項に規定する請求

に基づき行う確認

検査、感染症法第５

３条の１３の規定

による精密検査の

実施に必要な経費

を除く。 

 

４健康診

断費（結

核除く） 

（略） （略） （略） 

５健康診

断費（結

核に限

る） 

（略） （略） （略） 

６管理検

診費 

（略） （略） （略） 



７患者移

送費 

（略）  感染症法第２１

条及び第４７条の

規定に基づき行う

感染症患者の移送

のために必要な需

用費（消耗品費、燃

料費、修繕料、医療

材料費）、役務費（通

信運搬費、手数料、

自動車損害保険料、

自動車重量税）、委

託料、使用料及び賃

借料 

（略） 

８ 物 

件、建 

物に係 

る措置 

及び交 

通の制 

限及び 

遮断に 

要する 

防疫作 

（略） （略） （略） 

７患者移

送費 

（略）  感染症法第２１

条及び第４７条の

規定に基づき行う

感染症患者の移送

のために必要な需

用費（消耗品費、燃

料費、修繕料、医療

材料費）役務費（通

信運搬費、手数料、

自動車損害保険料、

自動車重量税）、委

託料、使用料及び賃

借料 

（略） 

８ 物 

件、建 

物に係 

る措置 

及び交 

通の制 

限及び 

遮断に 

要する 

防疫作 

（略） （略） （略） 



業諸費 

９ 感 

染症の 

病原体 

に汚染 

された 

場所及 

び物件 

の消毒 

方法に 

要する 

経費 

（略） （略） （略） 

10 ね 

ずみ族 

､昆虫 

等の駆 

除に要 

する経 

費 

（略）  感染症法第２８

条第２項（法第５０

条第１項を含む）の 

規定に基づいて行

うねずみ族、昆虫等

の駆除に必要な賃

金、報酬、給料（た

だし会計年度任用

職員へ支給される

ものに限る）、職員

手当等（ただし会計

（略） 

業諸費 

９ 感 

染症の 

病原体 

に汚染 

された 

場所及 

び物件 

の消毒 

方法に 

要する 

経費 

（略） （略） （略） 

10 ね 

ずみ族 

､昆虫 

等の駆 

除に要 

する経 

費 

（略）  感染症法第２８

条第２項（法第５０

条第１項を含む）の 

規定に基づいて行

うねずみ族、昆虫等

の駆除に必要な賃

金、報酬、給料（た

だし会計年度任用

職員へ支給される

ものに限る）、職員

手当等（ただし会計

（略） 



年度任用職員へ支

給されるものに限

る）、需用費（消耗品

費、燃料費、光熱水

費、印刷製本費、修

繕料、医薬材料費）、

役務費（通信運搬費 

、手数料）、委託料、

使用料及び賃借料、

原材料費、備品購入

費 

11 防 疫

用備 品

費 

（略） （略） （略） 

※感染症予防事業費市町村支弁分、感染症発生動向調査事業及び密入国

検疫等事業費は（略） 

 

（感染症医療費負担金） （略） 

（予防接種対策費負担金）（略） 

（疾病予防対策事業費等補助金） 

項 1 区分 2 種目 3 基準額 4 対象経費 5 補助率 

感

染

感染症

対策特

感染症予

防体制整

（略） （略） （略） 

 

年度任用職員へ支

給されるものに限

る）、需用費（消耗品

費、燃料費、光熱水

費、印刷製本費、修

繕料、医薬材料費）

役務費（通信運搬費 

、手数料）、委託料、

使用料及び賃借料、

原材料費、備品購入

費 

11 防 疫

用備 品

費 

（略） （略） （略） 

※感染症予防事業費市町村支弁分、感染症発生動向調査事業及び密入国検疫

等事業費は（略） 

 

（感染症医療費負担金） （略） 

（予防接種対策費負担金）（略） 

（疾病予防対策事業費等補助金） 

項 1 区分 2 種目 3 基準額 4 対象経費 5 補助率 

感

染

感染症

対策特

感染症予

防体制整

（略） （略） （略） 

 



症

対

策

費 

 

 

 

別促進

事業 

備事業  

結核対策

特別促進

事業 

（略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ対策事

業 

（略） （略） （略） 

肝炎患者

等支援対

策事業 

（略） （略） （略） 

肝炎治療

特別促進

事業（医

療費） 

 

（略） （略） （略） 

肝炎治療

特別促進

事業（事

務費） 

 

 

（略） （略） （略） 

地域薬剤 （略） （略） （略） 

症

対

策

費 

 

 

 

別促進

事業 

備事業 

結核対策

特別促進

事業 

（略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ対策事

業 

（略） （略） （略） 

肝炎患者

等支援対

策事業 

（略） （略） （略） 

肝炎治療

特別促進

事業（医

療費） 

 

（略） （略） （略） 

肝炎治療

特別促進

事業（事

務費） 

 

 

（略） （略） （略） 

地域薬剤 （略） （略） （略） 



耐性対策

推進モデ

ル事業 

 

特定感

染症検

査等事

業費 

性感染

症・ＨＴ

ＬＶ－１

検査及び

相談事

業、風し

ん抗体検

査事業、

麻しん抗

体検査事

業、エム

ポックス

検査事業 

（略） （略） （略） 

ＨＩＶ抗

体検査及

びエイズ

に関する

相談事業 

(略) （略） （略） 

ウイルス （略） （略） （略） 

耐性対策

推進モデ

ル事業 

 

特定感

染症検

査等事

業費 

性感染

症・ＨＴ

ＬＶ－１

検査及び

相談事

業、風し

ん抗体検

査事業、

麻しん抗

体検査事

業、エム

ポックス

検査事業 

（略） （略） （略） 

ＨＩＶ抗

体検査及

びエイズ

に関する

相談事業 

（略） （略） （略） 

ウイルス （略） （略） （略） 



性肝炎患

者等の重

症化予防

推進事業 

肝が 

ん・重

度肝硬

変治療

研究促

進事業 

（略） （略） （略） （略） 

予防接

種セン

ター機

能推進

事業 

（略） （略） （略） （略） 

ポリオ

生ワク

チン２

次感染

対策事

業 

（略）  

 次により算定

した額の合計額 

（１） 医療費 

（略） 

   

（２）医療手当 

医療手当の支給

（略） （略） 

性肝炎患

者等の重

症化予防

推進事業 

肝が 

ん・重

度肝硬

変治療

研究促

進事業 

（略） （略） （略） （略） 

予防接

種セン

ター機

能推進

事業 

（略） （略） （略） （略） 

ポリオ

生ワク

チン２

次感染

対策事

業 

（略）  

 次により算定

した額の合計額 

（１） 医療費 

（略） 

   

（２）医療手当 

医療手当の支給

（略） （略） 



額は、１月につ

き、次の区分に

従い、当該区分

に定める額とす

る。 

  ア その月

において（１）

のアからエに規

定する医療を受

けた日数が３日

以上の場合 

         

41,000 円 

 

 イ その月にお

いてアに規定す

る医療を受けた

日数が３日未満

の場合 

         

39,100 円 

 

ウ その月にお

額は、１月につ

き、次の区分に

従い、当該区分

に定める額とす

る。 

  ア その月

において（１）

のアからエに規

定する医療を受

けた日数が３日

以上の場合 

         

39,900 円 

 

 イ その月に

おいてアに規定

する医療を受け

た日数が３日未

満の場合 

         

37,900 円 

 

ウ その月にお



いて（１）のオ

に規定する医療

を受けた日数が

８日以上の場合 

         

41,100 円 

 

エ その月にお

いてウに規定す

る医療を受けた

日数が８日未満

の場合 

         

39,100 円 

 

オ 同一の月に

おいて（１）の

アからエに規定

する医療と

（１）のオに規

定する医療とを

受けた場合 

         

いて（１）のオ

に規定する医療

を受けた日数が

８日以上の場合 

         

39,900 円 

 

エ その月にお

いてウに規定す

る医療を受けた

日数が８日未満

の場合 

         

37,900 円 

 

オ 同一の月に

おいて（１）の

アからエに規定

する医療と

（１）のオに規

定する医療とを

受けた場合 

         



41,100 円 

 

（３）特別手当 

ア 障害児の養

育に対する特別

手当 

一 別表６に定

める１級の障害

の状態にある者   

        

982,800 円 

 

二 別表６に定

める２級の障害

の状態にある者 

        

786,000 円 

 

イ 18 歳以上の

障害者に対する

特別手当 

一 別表７に定

める１級の障害

39,900 円 

 

（３）特別手当 

ア 障害児の養

育に対する特別

手当 

一 別表６に定

める１級の障害

の状態にある者   

        

952,800 円 

 

二 別表６に定

める２級の障害

の状態にある者 

        

762,000 円 

 

イ 18 歳以上の

障害者に対する

特別手当 

一 別表７に定

める１級の障害



の状態にある者 

       

3,142,800 円 

 

二 別表７に定

める２級の障害

の状態にある者 

         

2,514,000 円 

 

（４）死亡一時

金 

ア 死亡した者

が生計維持者で

あった場合の遺

族に対する一時

金 

厚生労働大臣

が必要と認めた

額 

 

イ 死亡した者

が生計維持者で

の状態にある者 

       

3,045,600 円 

 

二 別表７に定

める２級の障害

の状態にある者 

         

2,436,000 円 

 

（４）死亡一時

金 

ア 死亡した者

が生計維持者で

あった場合の遺

族に対する一時

金 

厚生労働大臣

が必要と認めた

額 

 

イ 死亡した者

が生計維持者で



なかった場合の

遺族に対する一

時金 

       

8,244,000 円 

 

（５）葬祭料          

 

222,000 円 

ワクチ

ン副反

応相談

体制構

築事業 

 

ワクチン

副反応相

談体制構

築事業費

（都道府

県設置副

反応相談

コールセ

ンター） 

（略） ワクチン副反応

相談体制構築事業

（都道府県設置副

反応相談コールセ

ンター）に必要な

報酬、給料（ただし

会計年度任用職員

へ支給されるもの

に限る）、職員手当

等（ただし会計年

度任用職員へ支給

されるものに限

る）、共済費、賃金、

報償費、役務費（通

１／２ 

なかった場合の

遺族に対する一

時金 

       

7,992,000 円 

 

（５）葬祭料          

 

219,000 円 

新型コ

ロナワ

クチン

副反応

相談体

制構築

事業 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロ

ナワクチ

ン副反応

相談体制

構築事業

費（都道

府県設置

副反応相

談コール

センタ

ー） 

 

 

 

（略） 新型コロナワクチン

副反応相談体制構築

事業（都道府県設置

副反応相談コールセ

ンター）に必要な報

酬、給料（ただし会

計年度任用職員へ支

給されるものに限

る）、職員手当等（た

だし会計年度任用職

員へ支給されるもの

に限る）、共済費、賃

金、報償費、役務費

（通信運搬費、手数

１／２ 



信運搬費、手数料、

保険料、保管料、広

告料）、委託費 

ワクチン

副反応相

談体制構

築事業費

（副反応

相談協力

医療機

関） 

（略） ワクチン副反応

相談体制構築事業

（副反応相談協力

医療機関）に必要

な報酬、給料（ただ

し会計年度任用職

員へ支給されるも

のに限る）、職員手

当等（ただし会計

年度任用職員へ支

給されるものに限

る）、共済費、賃金、

報償費、役務費（通

信運搬費、手数料、

保険料、保管料、広

告料）、委託費 

（略） 

マイナ

ンバー

情報連

携体制

（略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料、保険料、保管料、

広告料）、委託費 

新型コロ

ナワクチ

ン副反応

相談体制

構築事業

費 

（副反応

相談協力

医 療 機

関） 

（略） 新型コロナワクチ

ン副反応相談体制構

築事業費（副反応相

談協力医療機関）に

必要な報酬、給料（た

だし会計年度任用職

員へ支給されるもの

に限る）、職員手当等

（ただし会計年度任

用職員へ支給される

ものに限る）、共済

費、賃金、報償費、役

務費（通信運搬費、

手数料、保険料、保

管料、広告料）、委託

費 

（略） 

マイナ

ンバー

情報連

携体制

（略） （略） （略） （略） 



整備事

業 

エイズ

対策促

進事業 

エイズ 

対策促進

事業費 

（略） （略） （略） 

地方ブロ

ックエイ

ズ対策促

進事業費 

（略） 地方ブロックエ

イズ対策促進事業

に必要な報酬、給

料（ただし会計年

度任用職員へ支給

されるものに限

る）、職員手当等

（ただし会計年度

任用職員へ支給さ

れるものに限

る）、共済費、賃

金、報償費、国内

旅費、需用費（消

耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製本

費、光熱水費、修

繕料）、役務費

（通信運搬費、手

（略） 

整備事

業 

エイズ

対策促

進事業 

エイズ 

対策促進

事業費 

（略） （略） （略） 

地方ブロ

ックエイ

ズ対策促

進事業費 

（略） 地方ブロックエイ

ズ対策促進事業に必

要な報酬、給料（た

だし会計年度任用職

員へ支給されるもの

に限る）、職員手当

等（ただし会計年度

任用職員へ支給され

るものに限る）、共

済費、賃金、報償

費、国内旅費、需用

費（消耗品費、燃料

費、食糧費、印刷製

本費、光熱水費、修

繕料）、役務費（通

信運搬費、手数料、

保険料、保管料、広

告料）、委託費、使

（略） 



数料、保険料、保

管料、広告料）、

委託費、使用料及

び賃借料、備品購

入費、負担金、補

助及び交付金 

（削

除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

抗菌薬

確保支

援事業 

（略） （略） （略） （略） 

感染症

臨床研

究体制

構築事

業 

（略） （略） （略） （略） 

感染症

危機管

理リー

感染症

危機管

理リー

（略） （略） （略） 

用料及び賃借料、備

品購入費、負担金 

 

 

 

 

公費負

担医療

対応シ

ステム

改修事

業 

公費負担

医療対応

システム

改修事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

公費負担医療対応シ

ステム改修事業に必

要な使用料及び賃借

料、需用費、役務

費、委託費、備品購

入費 

10／10 

抗菌薬

確保支

援事業 

（略） （略） （略） （略） 

感染症

臨床研

究体制

構築事

業 

（略） （略） （略） （略） 

感染症

危機管

理リー

感染症危

機管理リ

ーダーシ

（略） （略） （略） 



ダーシ

ップ人

材育成

事業 

ダーシ

ップ人

材育成

事業 

予防計

画訓練

等事業 

１都道府県、

政令市及び特別

区当たり 

 698,000 円 

（略） （略） 

病原体

検査体

制訓練

事業 

（略） （略） （略） （略） 

肝炎情

報セン

ター戦

略的強

化事業 

（略） （略） （略） （略） 

肝炎研

究基盤

整備事

業 

(略) （略） （略） （略） 

全国医

療情報

（略） （略） （略） （略） 

ダーシ

ップ人

材育成

事業 

ップ人材

育成事業 

 

 

予防計画

訓練等事

業 

１都道府県、政

令市及び特別区

当たり 

 642,000 円 

（略） （略） 

病原体

検査体

制訓練

事業 

（略） （略） （略） （略） 

肝炎情

報セン

ター戦

略的強

化事業 

（略） （略） （略） （略） 

肝炎研

究基盤

整備事

業 

（略） （略） （略） （略） 

全国医

療情報

（略） （略） （略） （略） 



プラッ

トフォ

ーム連

携基盤

調査事

業  

予防接

種事務

デジタ

ル化等

事業

（地方

公共団

分）  

(略) （略） （略） （略） 

 新型コ

ロナウ

イルス

感染症

患者等

に対す

る公費

支援事

業 

新型コロ

ナウイル

ス感染症

患者等に

対する公

費支援事

業 

適正な実支出額 往診等に要する

経費 

10/10 

プラッ

トフォ

ーム連

携基盤

調査事

業 

予防接

種事務

デジタ

ル化等

事業

（地方

公共団

体分） 

（略） （略） （略） （略） 

 （新

規） 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 予防接

種事故

発生調

査費 

 

（略） （略） （略） （略） 

特

定

疾

患

等

対

策

費 

リウマ

チ・ア

レルギ

ー特別

対策事

業 

（略） （略） （略） （略） 

療養生

活環境

整備事

業 

 

難病相談

支援セン

ター事業 

１都道府県、指

定都市当たり 

 

 23,519,000 円

とする。 

 

 ただし、厚生

労働大臣が必要

と認めた場合は

１都道府県、指

定都市当たり 

 

（略） （略） 

 予防接

種事故

発生調

査費 

 

（略） （略） （略） （略） 

特

定

疾

患

等

対

策

費 

リウマ

チ・ア

レルギ

ー特別

対策事

業 

（略） （略） （略） （略） 

療養生

活環境

整備事

業 

 

難病相談

支援セン

ター事業 

１都道府県、指

定都市当たり 

 

 23,514,000 円

とする。 

 

 ただし、厚生

労働大臣が必要

と認めた場合は

１都道府県、指

定都市当たり 

 

（略） （略） 



 厚生労働大臣

が認めた額とす

る。 

難病患者

等ホーム

ヘルパー

養成研修

事業 

 

（略） （略） （略） 

在宅人工

呼吸器使

用患者支

援事業 

 

高齢者の医療

の確保に関する

法律（昭和 57 年

法律第 80 号）第

78 条等に規定す

る訪問看護療養

費又は診療報酬

の算定方法（平

成 20 年厚生労働

省告示第 59 号）

に規定する在宅

患者訪問看護・

指導料を算定で

きる回数を超え

（略） （略） 

 厚生労働大臣

が認めた額とす

る。 

難病患者

等ホーム

ヘルパー

養成研修

事業 

 

（略） （略） （略） 

在宅人工

呼吸器使

用患者支

援事業 

 

在宅患者訪問看

護・指導料又は

高齢者の医療の

確保に関する法

律（昭和 57 年

法律第 80 号）

第 78 条に規定

する訪問看護療

養費を算定でき

る回数を超える

訪問看護の費用

の額は、患者１

人当たり年間

260 回を限度に

（略） （略） 



る訪問看護の費

用の額は、患者

１人当たり年間

260 回を限度に次

のとおりとす

る。 

（１）医師によ

る訪問看護指示

料 

１月に 1 回に限

り 3,000 円  

（２）訪問看護

ステーションが

行う保健師、助

産師、看護師、

理学療法士、作

業療法士又は言

語聴覚士による

訪問看護の費用

の額 

１ 回 に つ き  

8,450 円 

 

次のとおりとす

る。 

 

 

 

 

（１）医師によ

る訪問看護指示

料 

１月に 1 回に限

り 3,000 円  

（２）訪問看護

ステーションが

行う保健師、助

産師、看護師、

理学療法士、作

業療法士又は言

語聴覚士による

訪問看護の費用

の額 

１回につき  

8,450 円 

 



（３）訪問看護

ステーションが

行う准看護師に

よる訪問看護の

費用の額 

１ 回 に つ き  

7,950 円 

 

（４）その他の

医療機関が行う

保健師、助産

師、看護師、理

学療法士、作業

療法士又は言語

聴覚士による訪

問看護の費用の

額 

１回につき  

5,550 円  

 

（５）その他の

医療機関が行う

准看護師による

（３）訪問看護

ステーションが

行う准看護師に

よる訪問看護の

費用の額 

１回につき  

7,950 円 

 

（４）その他の

医療機関が行う

保健師、助産

師、看護師、理

学療法士、作業

療法士又は言語

聴覚士による訪

問看護の費用の

額 

１回につき  

5,550 円  

 

（５）その他の

医療機関が行う

准看護師による



訪問看護の費用

の額 

１ 回 に つ き  

5,050 円  

 注：１日につ

き３回目の訪問

看護を前２回と

同一訪問看護ス

テーションで行

う場合にあって

は、３回目に対

して次の金額と

する。 

 

①保健師、助産

師、看護師、理

学療法士、作業

療法士又は言語

聴覚士による訪

問の費用   

   １回につき   

2,500 円 

 

訪問看護の費用

の額 

１回につき  

5,050 円  

 注：１日につ

き３回目の訪問

看護を前２回と

同一訪問看護ス

テーションで行

う場合にあって

は、３回目に対

して次の金額と

する。 

 

 ①保健師、助

産師、看護師、

理学療法士、作

業療法士又は言

語聴覚士による

訪問の費用   

   １回につ

き   2,500 円 

 



 ②准看護師に

よる訪問看護の

費用 

   １回につき    

2,000 円 

 

指定難

病要支

援者証

明事業 

（略） （略） （略） 

難病特

別対策

推進事

業 

 

 

 

 

 

 

難病医療

提供体制

整備事業

等 

（略） （略） （略） 

難病患者

地域支援

対策推進

事業 

 

（略） （略） （略） 

神経難病

患者在宅

医療支援

事業 

（略） （略） （略） 

 

 ②准看護師に

よる訪問看護の

費用 

   １回につ

き    2,000 円 

 

指定難病

要支援者

証明事業 

 

（略） （略） （略） 

難病特

別対策

推進事

業 

 

難病医療

提供体制

整備事業

等 

（略） （略） （略） 

難病患者

地域支援

対策推進

事業 

 

（略） （略） （略） 

神経難病

患者在宅

医療支援

事業 

（略） （略） （略） 



難病指定

医等研修

事業 

難病指定医等研

修事業 

研修開催経費 

１都道府県・

指定都市当たり

344,000 円 

 

（略） （略） 

指定難病

審査会事

業 

（略） 

 

（略） （略） 

指定難病

患者情報

提供事業 

（略） （略） （略） 

情報提供

ネットワ

ークシス

テム活用

環境整備

事業 

（略） （略） （略） 

臨床調査

個人票電

子化等推

進事業 

（略） （略） （略） 

難病指定

医等研修

事業 

難病指定医等研

修事業 

研修開催経費 

１都道府県・

指定都市当たり

321,000 円 

 

（略） （略） 

指定難病

審査会事

業 

（略） （略） （略） 

指定難病

患者情報

提供事業 

（略） （略） （略） 

情報提供

ネットワ

ークシス

テム活用

環境整備

事業 

（略） （略） （略） 

臨床調査

個人票電

子化等推

進事業 

（略） （略） （略） 



慢性腎

臓病（

ＣＫＤ

）特別

対策事

業 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） 

特定疾

患治療

研究事

業 

 

特定疾患

治療研究

事業 

（略） （略） （略） 

 

スモンに

対するは

り、きゅ

う及びマ

ッサージ

治療研究

費 

（略） （略） （略） 

特定疾患

治療研究

事務費 

(略) 

 

（略） （略） 

スモンに

対するは

り、きゅ

う及びマ

（略） （略） （略） 

慢性腎

臓病（

ＣＫＤ

）特別 

対策事

業 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） 

特定疾

患治療

研究事

業 

特定疾患

治療研究

事業 

（略） （略） （略） 

スモンに

対するは

り、きゅ

う及びマ

ッサージ

治療研究

費 

（略） （略） 

 

（略） 

 

特定疾患

治療研究

事務費 

（略） （略） （略） 

スモンに

対するは

り、きゅ

う及びマ

（略） （略） （略） 



ッサージ

治療研究

事務費 

脳卒

中・心

臓病等

特別対

策事業 

（略） （略） （略） （略） 

難病等

制度推

進事業 

（略） （略） （略） （略） 

（削

除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削 （削除） （削除） （削除） （削除） 

ッサージ

治療研究

事務費 

脳卒

中・心

臓病等

特別対

策事業 

（略） （略） （略） （略） 

難病等

制度推

進事業 

（略） （略） （略） （略） 

脳卒

中・心

臓病等

総合支

援セン

ターモ

デル事

業 

脳卒中・

心臓病等

総合支援

センター

モデル事

業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

脳卒中・心臓病等総

合支援センターモデ

ル事業の実施に必要

な諸謝金、旅費、庁

費（備品費、消耗品

費、印刷製本費、通

信運搬費、借料及び

損料、会議費、賃

金、保険料、子ども

子育て拠出金、雑役

務費）、委託費 

10／10 

慢性腎 慢性腎臓 厚生労働大臣 慢性腎臓病（ＣＫ 10／10 



除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

腎不全

の症状

緩和等

に関す

る研修

体制支

援事業 

腎不全の

症状緩和

等に関す

る研修体

制支援事

業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

腎不全の症状緩和

等に関する研修体

制支援事業の実施

に必要な諸謝金、

旅費、庁費（備品

費、消耗品費、印

刷製本費、通信運

搬費、借料及び損

料、会議費、賃

金、保険料、子ど

10／10 

臓病

（ＣＫ

Ｄ）重

症化予

防のた

めの診

療体制

構築及

び多職

種連携

モデル

事業 

 

病（ＣＫ

Ｄ）重症

化予防の

ための診

療体制構

築及び多

職種連携

モデル事

業 

が必要と認め

た額 

Ｄ）重症化予防の

ための診療体制構

築及び多職種連携

モデル事業の実施

に必要な報償費、

報酬、給料、職員手

当等、共済費、旅

費、需用費（消耗品

費、印刷製本費）、

役務費（通信運搬

費）、会議費、委託

料、使用料及び賃

借料、備品購入費 

（新

規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



も子育て拠出金、

雑役務費）、委託

費 

腎不全

患者の

在宅医

療等に

関する

医療連

携体制

モデル

事業 

腎不全患

者の在宅

医療等に

関する医

療連携体

制モデル

事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

腎不全患者の在宅

医療等に関する医

療連携体制モデル

事業の実施に必要

な報償費、報酬、

給料、職員手当

等、旅費、需用費

（消耗品費、印刷

製本費）、役務費

（通信運搬費）、

賃金、保険料、子

ども子育て拠出

金、会議費、委託

費、使用料及び賃

借料 

10／10 

 腎不全

医療に

関する

情報提

供体制

腎不全

医療に

関する

情報提

供体制

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

腎不全医療に関

する情報提供体

制整備事業の実

施に必要な諸謝

金、旅費、庁費

10／10 

 

 

 

（新

規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

 （新

規） 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



整備事

業 

整備事

業 

（備品費、消耗

品費、印刷製本

費、通信運搬

費、借料及び損

料、会議費、賃

金、保険料、子

ども子育て拠出

金、雑役務

費）、委託費 

地

域

保

健

対

策

費 

（略） （略） （略） （略） （略） 

健

康

危

機

管

理

推

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

域

保

健

対

策

費 

（略） （略） （略） （略） （略） 

健

康

危

機

管

理

推

（略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 



進

費 

健

康

増

進

対

策

費 

 

健康的

な生活

習慣づ

くり重

点化事

業 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

特殊な

調理に

対応で

きる調

理師研

修事業 

（略） （略） （略） （略） 

がん診

療連携

拠点病

院機能

強化事

業費 

がん診療

連携拠点

病院機能

強化事業

費 

 

次により算出し

た額の合計額 

 

（１）がん相談

支援事業 

 

 対象経費のう

ち、報酬、給

料、職員手当等

がん診療連携拠点

病院機能強化事業

に必要な報酬、給

料、職員手当等

（通勤手当、期

末・勤勉手当、時

間外勤務手当）、

共済費、会議費、

賃金、報償費、旅

（略） 

進

費 

健

康

増

進

対

策

費 

 

健康的

な生活

習慣づ

くり重

点化事

業 

（略） （略） （略） （略） 

特殊な

調理に

対応で

きる調

理師研

修事業 

（略） （略） （略） （略） 

がん診

療連携

拠点病

院機能

強化事

業費 

 

 

 

がん診療

連携拠点

病院機能

強化事業

費 

 

次により算出し

た額の合計額 

 

（１）がん相談

支援事業 

 

 対象経費のう

ち、報酬、給料、

職 員 手 当 等  

がん診療連携拠点病

院機能強化事業に必

要な報酬、給料、職

員手当等（通勤手

当、期末・勤勉手

当、時間外勤務手

当）、共済費、会議

費、賃金、報償費、

旅費（国内旅費）、

（略） 



（通勤手当、期

末・勤勉手当、

時間外勤務手

当）、共済費、賃

金及び報償費の

合計額は、事業

実施年度内での

がん相談件数に

より算定した額 

 ただし、上記

以外の経費は厚

生労働大臣が必

要と認めた額 

 

 ア 7,800 件以

下の場合   

         

7,605,000 円 

  

イ 7,801 件以

上の場合 

   

11,407,500 円と

費（国内旅費）、

需用費（図書購入

費、消耗品費、印

刷製本費）、役務

費（通信運搬費、

保守料、広告

料）、委託料、使

用料及び賃借料、

備品購入費、緩和

ケア病床確保に係

る経費 

 ただし、給料、

職員手当等（通勤

手当、期末・勤勉

手当、時間外勤務

手当）及び共済費

については、がん

相談支援事業、病

理医養成等事業、

がん患者の就労に

関する総合支援事

業、アピアランス

ケアに係る体制整

（通勤手当、期

末・勤勉手当、時

間外勤務手当）、

共済費、賃金及

び報償費の合計

額は、事業実施

年度内でのがん

相談件数により

算定した額 

 ただし、上記

以外の経費は厚

生労働大臣が必

要と認めた額 

 

 ア 7,800 件

以下の場合 

              

7,605,000 円 

  

イ 7,801 件

以上の場合 

   

11,407,500 円と

需用費（図書購入

費、消耗品費、印刷

製本費）、役務費

（通信運搬費、保守

料、広告料）、委託

料、使用料及び賃借

料、備品購入費、緩

和ケア病床確保に係

る経費 

 ただし、給料、職

員手当等（通勤手

当、期末・勤勉手

当、時間外勤務手

当）及び共済費につ

いては、がん相談支

援事業、病理医養成

等事業及びがん患者

の就労に関する総合

支援事業に限る。 

  また、緩和ケア病

床確保に係る経費に

ついては緩和ケア推

進事業に限る。 



し、3,900 件増す

ごとに 

3,802,500 円を加

算する 

 

（２）緩和ケア

推進事業 

対象経費のう

ち、緩和ケア病

床確保費に係る

経費 

 16,480 円×

（緊急病床確保

の実施日数－緊

急病床確保の実

施日数のうち病

床利用日数）と

し、1,730,000 円

以内で厚生労働

大臣が必要と認

めた額 

ただし、上記以

外の経費は厚生

備支援事業及びが

ん医療提供体制の

均てん化・集約化

に関する事業に限

る。 

  また、緩和ケア

病床確保に係る経

費については緩和

ケア推進事業に限

る。 

し、3,900 件増

すごとに 

3,802,500 円を

加算する 

 

（２）緩和ケア

推進事業 

対象経費のう

ち、緩和ケア病

床確保費に係る

経費 

 15,550 円×

（緊急病床確保

の実施日数－緊

急病床確保の実

施日数のうち病

床利用日数）と

し、1,633,000

円以内で厚生労

働大臣が必要と

認めた額 

ただし、上記以

外の経費は厚生



労働大臣が必要

と認めた額 

 

（３）その他の

事業 

  厚生労働大臣

が必要と認めた

額 

地域がん

診療病院

等機能強 

化事業 

（略） （略） （略） 

小児がん

拠点病院

機能強化

事業費 

（略） （略） （略） 

小児がん

中央機関

機能強化

事業費 

（略） （略） （略） 

希少がん

中央機関

機能強化

 （略） （略） （略） 

労働大臣が必要

と認めた額 

 

（３）その他の

事業 

  厚生労働大臣

が必要と認めた

額 

地域がん

診療病院

等機能強

化事業 

（略） （略） （略） 

小児がん

拠点病院

機能強化

事業費 

（略） （略） （略） 

小児がん

中央機関

機能強化

事業費 

（略） （略） （略） 

希少がん

中央機関

機能強化

（略） （略） （略） 



事業 

がんゲノ

ム医療中

核拠点病

院等機能

強化事業 

（略） （略） （略） 

都道府

県健康

対策 

推進事

業 

 

（略） （略） （略） （略） 

新たな

ステー

ジに入

ったが

ん検診

の総合

支援事

業 

（略） （略） （略） （略） 

がん検

診従事

者研修

（略） （略） （略） （略） 

事業 

がんゲノ

ム医療中

核拠点病

院等機能

強化事業 

（略） （略） （略） 

都道府

県健康

対策 

推進事

業 

 

（略） （略） （略） （略） 

新たな

ステー

ジに入

ったが

ん検診

の総合

支援事

業 

（略） （略） （略） （略） 

がん検

診従事

者研修

（略） （略） （略） （略） 



事業 

がんゲ

ノム情

報管理

センタ 

ー事業 

（略） 964,926,000 

円 

（略） （略） 

希少が

ん診断

のため

の病理

医育成

事業 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

小児・

AYA 世

代のが

ん患者

等の妊

孕性温

存療法

研究促

進事業 

（略） （略） （略） （略） 

事業 

がんゲ

ノム情

報管理

センタ 

ー事業 

（略） 1,705,599,000

円 

（略） （略） 

希少が

ん診断

のため

の病理

医育成

事業 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

小児・

AYA 世

代のが

ん患者

等の妊

孕性温

存療法

研究促

進事業 

（略） （略） （略） （略） 



（削

除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削

除） 

（削除） （削除） （削除） アピア

ランス

支援モ

デル事

業 

アピアラ

ンス支援

モデル事

業 

厚生労働大臣

が必要と認め

た額 

アピアランス支

援モデル事業に必

要な報酬、給料、

職員手当等（通勤

手当、期末・勤勉

手当、時間外勤務

手当）、共済費、

会議費、報償費、

旅費（国内旅

費）、需用費（図

書購入費、消耗品

費、印刷製本

費）、役務費（通

信運搬費）、委託

料、使用料及び賃

借料 

ただし、国立研究

開発法人国立がん

研究センターが実

施するアピアラン

スケア研修（e-

learning）の受講

に要する経費及び

10/10 



 

 

 

女性の

健康支

援事業 

（略） （略） （略） （略） 

（削

除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削

除） 

（削除） （削除） （削

除） 

重喫煙

者に対

する低

線量

CT に

重喫煙

者に対

する低

線量 CT

による

厚生労働大臣

が必要と認めた

額 

重喫煙者に対す

る低線量 CT によ

る肺がん検診実証

事業に必要となる

以下の経費。 

10／10 

他の補助事業の対

象経費となってい

る経費は除く 

女性の

健康支

援事業 

（略） （略） （略） （略） 

子宮頸

がん検

診にお

ける HP

V 検 査

単独法

導入に

伴う健

康管理

システ

ムの改

修事業 

子宮頸が

ん検診に

おける

HPV 検査

単独法導

入に伴う

健康管理

システム

の改修事

業 

厚生労働大臣

が必要と認め

た額 

子宮頸がん検診に

おける HPV 検査単

独法導入に伴う健

康管理システムの

改修事業に必要な

使用料及び賃借

料、需用費、役務

費、委託費、備品

購入費、負担金 

２／３ 

（新設

） 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） 



よる肺

がん検

診実証

事業 

肺がん

検診実

証事業 

報酬、給料、職員

諸手当（通勤手

当、期末・勤勉手

当）、共済費、委

託料（事務の委託

に限る）、会議

費、報償費、旅

費、需用費（図書

購入費、消耗品

費、印刷製本

費）、役務費（通

信運搬費）、借料

及び損料 

 

国民健

康・栄

養調査

オンラ

インシ

ステム

化等事

業 

国民健

康・栄

養調査

オンラ

インシ

ステム

化等事

業 

厚生労働大臣

が認めた額 

国民健康・栄養

調査オンラインシ

ステム化等事業を

行うために必要な

次に掲げる経費 

報酬、給料、職

員手当等、共済

費、賃金、旅費、

需用費、役務費、

10／10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） 



委託料、使用料及

び賃借料、備品購

入費、手数料、事

業費 

健康増

進事業

費 

 

１ 健康

教育費 

（略） （略） （略） 

２ 健康

相談費 

（略） （略） （略） 

３ 健康

診査費 

次により算定

した額の合計額 

 

（１） （略） 

 

（２）歯周病検

診費 

（略） 

 

（３）～（４）

（略） 

 

（５）健康診査

実施連絡等

費 

（略） （略） 

 

 

 

 

健康増

進事業

費 

 

１ 健康

教育費 

（略） （略） （略） 

２ 健康

相談費 

（略） （略） （略） 

３ 健康

診査費 

次により算定

した額の合計額 

 

（１） （略） 

 

（２）歯周疾患

検診費 

（略） 

 

（３）～（４）

（略） 

 

（５）健康診査

実施連絡等

費 

（略） （略） 



ア 事業実施通

知費 

     歯周病検

診及び骨粗

鬆症検診対

象者に対す

る個別の実

施通知費 

    52 円×

通知人員 

 

イ 受診結果連

絡費 

   歯周病検

診及び骨粗

鬆症検診対

象者の要精

検者に係る

医療機関か

ら市町村へ

の精検受診

結果の連絡

費 

ア 事業実施通

知費 

     歯周疾患

検診及び骨

粗鬆症検診

対象者に対

する個別の

実施通知費 

    52 円×

通知人員 

 

イ 受診結果連

絡費 

   歯周疾患

検診及び骨

粗鬆症検診

対象者の要

精検者に係

る医療機関

から市町村

への精検受

診結果の連

絡費 



      158 円×

連絡人員 

 

ウ 検診記録簿

作成費 

健康診査

の詳細な健

診項目検査

対象者、歯

周病検診及

び骨粗鬆症

検診対象者

の要精検者

に係る記録

簿の作成費 

    48 円×

受診人員 

 

 

 

 

（６） （略） 

 

      158 円

×連絡人員 

 

ウ 検診記録簿

作成費 

健康診

査の詳細

な健診項

目検査対

象者、歯

周疾患検

診及び骨

粗鬆症検

診対象者

の要精検

者に係る

記録簿の

作成費 

48 円× 

受診人員 

 

（６） （略） 

 



４ 訪問

指導費 

（略） （略） （略） 

５ 総合

的な保健

推進事業 

（略） （略） （略） 

 

４ 訪問

指導費 

（略） （略） （略） 

５ 総合

的な保健

推進事業 

（略） （略） （略） 

 

 



別表１～３　（略） 別表１～３　（略）

新 旧















別表８

３の（４）から（８）に掲げる事業の交付額の下限額一覧

事　　　　　　　業　　　　　　　名 下限額

疾病予防対策事業費等補助金

［（項）感染症対策費］

　　ア　疾病予防事業費等補助金

　 　（ア）感染症対策特別促進事業

　　　　　　ａ　感染症予防体制整備事業

　　　　　　　　  感染症指定医療機関職員等院内感染防止実地研修事業 －

　　　　　　　    動物由来感染症予防体制整備事業 ２００千円

　　　　　　      特定感染症対策事業 －

　　　　　　　　　結核患者早期発見促進事業 －

　　    　　ｂ  結核対策特別促進事業 １０千円

　　    　　ｃ　新型インフルエンザ対策事業 －

　　　　　　ｄ　肝炎患者等支援対策事業 －

　　    　　e　 肝炎治療特別促進事業 －

　　　 　　 f 　地域薬剤耐性対策推進モデル事業 －

　 　（イ）特定感染症検査等事業 －

　　 （ウ）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 －

　 　（エ）予防接種センター機能推進事業 ２００千円

　 　（オ）ポリオ生ワクチン２次感染対策事業 －

　 　（カ）ワクチン副反応相談体制構築事業 －

　　 （キ）マイナンバー情報連携体制整備事業 －

 　　（ク）エイズ対策促進事業 ２１０千円

　　 （削除） （削除）

 　　（ケ）抗菌薬確保事業 －

 　　（コ）感染症臨床研究体制構築事業 －

 　　（サ）感染症危機管理リーダーシップ人材育成事業 －

 　　（シ）病原体検査体制訓練事業 －

 　　（ス）肝炎情報センター戦略的強化事業 －

 　　（セ）肝炎研究基盤整備事業 －

 　　（ソ）全国医療情報プラットフォーム連携基盤調査事業 －

 　　（タ）予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分） －

　　 （チ）新型コロナウイルス感染症患者等に対する公費支援事業 －

 　イ　予防接種対策事業費補助金

 　　　予防接種対策事業 １４千円

［（項）特定疾患等対策費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　　 　ア　リウマチ・アレルギー特別対策事業 －

　　 　イ　療養生活環境整備事業 －

　　 　ウ　難病特別対策推進事業 －

　　　  （ア）都道府県が行う難病医療提供体制整備事業等、 難病患者地域支援対策推進事業、

       　　　 神経難病患者在宅医療支援事業、難病指定医等研修事業、指定難病審査会事業、

　　　　　　　指定難病患者情報提供事業、情報提供ネットワークシステム活用環境整備事業、臨床調査個人票電子

　　　　　　　化等推進事業

　　　  （イ）指定都市が行う難病患者地域支援対策推進事業、難病指定医等研修事業、情報提供ネットワークシス

　　　　　　　テム活用環境整備事業、臨床調査個人票電子化等推進事業

　　　　　　　指定難病審査会事業、指定難病患者情報提供事業

　　　  （ウ）政令市（指定都市を除く。）及び特別区が行う難病患者地域支援対策推進事業 －

　　　  （エ）国立大学法人、国立高度専門医療研究センター、国立健康危機管理研究機構及び独立行政法人国立
     　　　　 病院機構が行う神経難病患者在宅医療支援事業

－

　　　　（オ）医療機関が行う臨床調査個人票電子化等推進事業 －

　　　 エ　慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業 －

　　　 オ　特定疾患治療研究事業 －

　　　 カ　脳卒中・心臓病等特別対策事業 －

　　 　キ　難病等制度推進事業 ５００千円

　　 　（削除） 　　 　（削除）

　　 　（削除） 　　 　（削除）

　　　 ク　腎不全の症状緩和等に関する研修体制支援事業 －

　　　 ケ　腎不全患者の在宅医療等に関する医療連携体制モデル事業 －

　　　 コ　腎不全医療に関する情報提供体制整備事業 －

［（項）地域保健対策費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　 　　　　地域保健医療等推進事業

　　　    　ア　地域保健従事者現任教育推進事業 ５０千円

　　    　　イ　地域・職域連携推進事業 １５０千円

［（項）健康危機管理推進費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　 　　　　地域保健医療等推進事業

　　    　　ア  地域健康危機管理体制推進事業 都道府県３００千円

政令市及び特別区１５０千円

　　    　　イ　地域健康危機管理対策特別事業 ２５０千円

［（項）健康増進対策費］

　 ア　疾病予防事業費等補助金

　　 （ア）健康的な生活習慣づくり重点化事業 －

　　       ａ　たばこ対策促進事業 －

　　       ｂ　受動喫煙対策促進事業 －

   　      ｃ　糖尿病予防戦略事業 －

   　      ｄ　地域の健康増進活動支援事業 －

　　 （イ）特殊な調理に対応できる調理師研修事業 －

　　 （ウ）がん診療連携拠点病院機能強化事業

          ａ　がん診療連携拠点病院機能強化事業

　　　    （ａ）都道府県の設置するがん診療連携拠点病院が行う事業 －

　　    　（ｂ）独立行政法人又は国立大学法人の設置するがん診療連携拠点病院が行う事業 －

　　    　（ｃ）がん診療連携拠点病院が行う事業に対して都道府県が補助する事業 －

　　    　b 地域がん診療病院等機能強化事業 －

           （a）都道府県の設置する地域がん診療病院及び特定領域がん診療連携拠点病院が行う事業 －

           （b）地域がん診療病院及び特定領域がん診療連携拠点病院が行う事業に対して
             都道府県が補助する事業 －

　　    　c 小児がん拠点病院機能強化事業 －

　　    　d 小児がん中央機関機能強化事業 －

　　    　e 希少がん中央機関機能強化事業 －

　　    　f がんゲノム医療中核拠点病院等機能強化事業 －

　　 （エ）都道府県健康対策推進事業 －

　　 （オ）新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 －

　　 （カ）がん検診従事者研修事業 －

　　 （キ）がんゲノム情報管理センター事業 －

　　 （ク）希少がん診断のための病理医育成事業 －

　　 （ケ）小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業 －

　　 　（削除） 　　 　（削除）

　　 （コ）女性の健康支援事業 －

　　 　（削除） 　　 　（削除）

　　 （サ）重喫煙者に対する低線量CTによる肺がん検診実証事業 －

 　　（シ）国民健康・栄養調査オンラインシステム化等事業 －

 　イ　健康増進事業費補助金 －

 　　（ア）健康増進事業

　　 （a）市町村（指定都市を除く。）及び特別区が行う事業に対して都道府県が補助する事業 －

　　 （b）指定都市が行う事業 －

－

－



別表８

３の（４）から（８）に掲げる事業の交付額の下限額一覧

事　　　　　　　業　　　　　　　名 下限額

疾病予防対策事業費等補助金

［（項）感染症対策費］

　　ア　疾病予防事業費等補助金

　 　（ア）感染症対策特別促進事業

　　　　　　ａ　感染症予防体制整備事業

　　　　　　　　  感染症指定医療機関職員等院内感染防止実地研修事業 －

　　　　　　　    動物由来感染症予防体制整備事業 ２００千円

　　　　　　      特定感染症対策事業 －

　　　　　　　　　結核患者早期発見促進事業 －

　　    　　ｂ  結核対策特別促進事業 １０千円

　　    　　ｃ　新型インフルエンザ対策事業 －

　　　　　　ｄ　肝炎患者等支援対策事業 －

　　    　　e　 肝炎治療特別促進事業 －

　　　 　　 f 　地域薬剤耐性対策推進モデル事業 －

　 　（イ）特定感染症検査等事業 －

　　 （ウ）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 －

　 　（エ）予防接種センター機能推進事業 ２００千円

　 　（オ）ポリオ生ワクチン２次感染対策事業 －

　 　（カ）新型コロナワクチン副反応相談体制構築事業 －

　　 （キ）マイナンバー情報連携体制整備事業 －

 　　（ク）エイズ対策促進事業 ２１０千円

　　 （ケ）公費負担医療対応システム改修事業 －

 　　（コ）抗菌薬確保事業 －

 　　（サ）感染症臨床研究体制構築事業 －

 　　（シ）感染症危機管理リーダーシップ人材育成事業 －

 　　（ス）病原体検査体制訓練事業 －

 　　（セ）肝炎情報センター戦略的強化事業 －

 　　（ソ）肝炎研究基盤整備事業 －

 　　（タ）全国医療情報プラットフォーム連携基盤調査事業 －

 　　（チ）予防接種事務デジタル化等事業（地方公共団体分） －

　　 （新設） （新設）

 　イ　予防接種対策事業費補助金

 　　　予防接種対策事業 １４千円

［（項）特定疾患等対策費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　　 　ア　リウマチ・アレルギー特別対策事業 －

　　 　イ　療養生活環境整備事業 －

　　 　ウ　難病特別対策推進事業 －

　　　  （ア）都道府県が行う難病医療提供体制整備事業等、 難病患者地域支援対策推進事業、

       　　　 神経難病患者在宅医療支援事業、難病指定医等研修事業、指定難病審査会事業、

　　　　　　　指定難病患者情報提供事業、情報提供ネットワークシステム活用環境整備事業、臨床調査個人票電子

　　　　　　　化等推進事業

　　　  （イ）指定都市が行う難病患者地域支援対策推進事業、難病指定医等研修事業、情報提供ネットワークシス

　　　　　　　テム活用環境整備事業、臨床調査個人票電子化等推進事業

　　　　　　　指定難病審査会事業、指定難病患者情報提供事業

　　　  （ウ）政令市（指定都市を除く。）及び特別区が行う難病患者地域支援対策推進事業 －

　　　  （エ）国立大学法人、国立高度専門医療研究センター、国立健康危機管理研究機構及び独立行政法人国立
     　　　　 病院機構が行う神経難病患者在宅医療支援事業

－

　　　　（オ）医療機関が行う臨床調査個人票電子化等推進事業 －

　　　 エ　慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業 －

　　　 オ　特定疾患治療研究事業 －

　　　 カ　脳卒中・心臓病等特別対策事業 －

　　 　キ　難病等制度推進事業 ５００千円

　　 　ク　脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業 －

　　　 ケ　慢性腎臓病（ＣＫＤ）重症化予防のための診療体制構築及び多職種連携モデル事業 －

　　　 （新設） 　　　 （新設）

　　　 （新設） 　　　 （新設）

　　　 （新設） 　　　 （新設）

［（項）地域保健対策費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　 　　　　地域保健医療等推進事業

　　　    　ア　地域保健従事者現任教育推進事業 ５０千円

　　    　　イ　地域・職域連携推進事業 １５０千円

［（項）健康危機管理推進費］

　　　　疾病予防事業費等補助金

　 　　　　地域保健医療等推進事業

　　    　　ア  地域健康危機管理体制推進事業 都道府県３００千円

政令市及び特別区１５０千円

　　    　　イ　地域健康危機管理対策特別事業 ２５０千円

［（項）健康増進対策費］

　 ア　疾病予防事業費等補助金

　　 （ア）健康的な生活習慣づくり重点化事業 －

　　       ａ　たばこ対策促進事業 －

　　       ｂ　受動喫煙対策促進事業 －

   　      ｃ　糖尿病予防戦略事業 －

   　      ｄ　地域の健康増進活動支援事業 －

　　 （イ）特殊な調理に対応できる調理師研修事業 －

　　 （ウ）がん診療連携拠点病院機能強化事業

          ａ　がん診療連携拠点病院機能強化事業

　　　    （ａ）都道府県の設置するがん診療連携拠点病院が行う事業 －

　　    　（ｂ）独立行政法人又は国立大学法人の設置するがん診療連携拠点病院が行う事業 －

　　    　（ｃ）がん診療連携拠点病院が行う事業に対して都道府県が補助する事業 －

　　    　b 地域がん診療病院等機能強化事業 －

           （a）都道府県の設置する地域がん診療病院及び特定領域がん診療連携拠点病院が行う事業 －

           （b）地域がん診療病院及び特定領域がん診療連携拠点病院が行う事業に対して
             都道府県が補助する事業 －

　　    　c 小児がん拠点病院機能強化事業 －

　　    　d 小児がん中央機関機能強化事業 －

　　    　e 希少がん中央機関機能強化事業 －

　　    　f がんゲノム医療中核拠点病院等機能強化事業 －

　　 （エ）都道府県健康対策推進事業 －

　　 （オ）新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 －

　　 （カ）がん検診従事者研修事業 －

　　 （キ）がんゲノム情報管理センター事業 －

　　 （ク）希少がん診断のための病理医育成事業 －

　　 （ケ）小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業 －

　　 （コ）アピアランス支援モデル事業 －

　　 （サ）女性の健康支援事業 －

　　 （シ）子宮頸がん検診におけるHPV検査単独法導入に伴う健康管理システムの改修事業 －

　　　 （新設） 　　　 （新設）

　　　 （新設） 　　　 （新設）

 　イ　健康増進事業費補助金 －

 　　（ア）健康増進事業

　　 （a）市町村（指定都市を除く。）及び特別区が行う事業に対して都道府県が補助する事業 －

　　 （b）指定都市が行う事業 －

－

－



新 旧

別紙様式第１　（略） 別紙様式第１　（略）



新 旧











別紙様式第３　（略） 別紙様式第３　（略）

別紙 別紙

新 旧



新 旧





























別紙２～11　（略） 別紙２～11　（略）

別紙12-１ 別紙12-１







別紙12-２ 別紙12-２







別紙13　（略） 別紙13　（略）

別紙14 １シート　（略） 別紙14 １シート　（略）



（新設）



３-１～３-２シート　（略） ３-１～３-２シート　（略）

（削除）



（削除）



（削除）



別紙15 別紙15

売上予測額及び計画書シート　（略） 売上予測額及び計画書シート　（略）



別紙16 別紙16

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙17 別紙17



感染症危機管理リーダーシップ人材育成計画書　（略） 感染症危機管理リーダーシップ人材育成計画書　（略）



別紙18 別紙18

支出予定額シート及び計画書　（略） 支出予定額シート及び計画書　（略）



別紙19 別紙19



計画書～実施計画⑥シート　（略） 計画書～実施計画⑥シート　（略）



別紙20 別紙20

２支出予定額内訳シート及び３事業実施計画書シート　（略） ２支出予定額内訳シート及び３事業実施計画書シート　（略）



別紙21 別紙21

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙22 別紙22

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙23 別紙23

（新設）



別紙24～28　（略） 別紙24～28　（略）



別紙29　１所要額内訳シート及び２支出予定額内訳シート　（略） 別紙29　１所要額内訳シート及び２支出予定額内訳シート　（略）

※２枚にまたがるので、直下は同じ画像を掲載





別紙30　（略） 別紙30　（略）

別紙31　 別紙31　

（新設）



（新設）



（新設）



（削除）



（削除）



（削除）



別紙32 別紙32

（新設）



（新設）



（新設）



（削除）



（削除）



（削除）



（削除）



別紙33 別紙33

（新設）



（新設）



（新設）



（新設）



別紙34 別紙34

２（１）～３（３）イ　シート　（略） 別紙34２（１）～３（３）イ　シート　（略）



別紙35-１ 別紙35-１



支出予定額（２）（受動喫煙防止事業）シート　（略） 支出予定額（２）（受動喫煙防止事業）シート　（略）



計画書（１）（たばこ事業）～計画書（３）（糖尿病事業）　（略） 計画書（１）（たばこ事業）～計画書（３）（糖尿病事業）　（略）



別紙35-２ 別紙35-２

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙36 別紙36

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙37-１ 別紙37-１

１-２事業別所要額内訳～１-３支出予定額内訳シート　（略） １-２事業別所要額内訳～１-３支出予定額内訳シート　（略）









２－２事業別所要額内訳及び２－３支出予定額内訳シート　（略） ２－２事業別所要額内訳及び２－３支出予定額内訳シート　（略）









別紙38 別紙38

２支出予定額及び内訳３事業実施計画書シート　（略） ２支出予定額及び内訳３事業実施計画書シート　（略）



別紙39 別紙39

申請書（２支出予定）シート　（略） 申請書（２支出予定）シート　（略）



申請書（３事業実施計画書） 申請書（３事業実施計画書）







別紙40　１所要額内訳シート 別紙40　１所要額内訳シート

１-２　支出予定額、計画書シート　（略） １-２　支出予定額、計画書シート　（略）



２-１　所要額内訳シート

２-２支出予定額、計画書シート　（略） ２-２支出予定額、計画書シート　（略）



別紙41 別紙41

２支出予定額内訳及び３事業実施計画書シート　（略） ２支出予定額内訳及び３事業実施計画書シート　（略）



別紙42　１所要額内訳シート 別紙42　１所要額内訳シート

２支出予定額内訳及び３実施計画書シート　（略） ２支出予定額内訳及び３実施計画書シート　（略）



別紙43 別紙43

（削除）



（削除）



（削除）



申請書（総括）シート 申請書（総括）シート

申請書（支出予定）及び申請書（事業計画）シート　（略） 申請書（支出予定）及び申請書（事業計画）シート　（略）



別紙44　所要額内訳シート 別紙44　所要額内訳シート

支出予定額及び計画書シート　（略） 支出予定額及び計画書シート　（略）



別紙45 別紙45

（削除）



（削除）



（削除）



（新設）



（新設）



（新設）



別紙46 別紙46

（新設）



（新設）



（新設）



別紙47-１　所要額内訳シート 別紙47-１　所要額内訳シート

都道府県集計シート①～③（２） 都道府県集計シート①～③（２）



都道府県集計シート③（３） 都道府県集計シート③（３）

都道府県集計シート③（４）　（略） 都道府県集計シート③（４）　（略）



都道府県集計シート④ 都道府県集計シート④

都道府県集計シート⑤　（略） 都道府県集計シート⑤　（略）



都道府県集計シート⑥ 都道府県集計シート⑥



別紙47-２　所要額内訳シート 別紙47-２　所要額内訳シート

経費内訳シート①～②　（略） 経費内訳シート①～②　（略）



経費内訳シート③ 経費内訳シート③



経費内訳シート④～事業計画書シート① 　（略） 経費内訳シート④～事業計画書シート① 　（略）



事業計画書シート② 事業計画書シート②





事業計画書シート③ 事業計画書シート③



事業計画書シート④ 事業計画書シート④

事業計画書シート⑤　（略） 事業計画書シート⑤　（略）



別紙様式第５　（略） 別紙様式第５　（略）

別紙 別紙

新 旧



別紙様式第６　（略） 別紙様式第６　（略）

別紙 別紙

新 旧



新 旧







別紙 別紙



別紙様式第８　（略） 別紙様式第８　（略）

別紙 別紙

新 旧





新 旧











別紙様式１ 別紙様式１





別紙１-２ 別紙１-２



別紙１-３ 別紙１-３





別紙２～別紙11　（略） 別紙２～別紙11　（略）

別紙12-１ 別紙12-１







別紙12-2 別紙12-2





別紙13　（略） 別紙13　（略）



別紙14 １シート　（略） 別紙14 １シート　（略）

別紙14 ２-１シート 別紙14 ２シート



別紙14 ２-２シート 別紙14 ２-２シート

（新設）



３-１及び３-２シート　（略） ３-１及び３-２シート　（略）

別紙15 別紙15

（削除）



（削除）



（削除）



別紙15 実績額シート　（略） 別紙15 実績額シート　（略）

売上実績及び実績報告書シート　（略） 売上実績及び実績報告書シート　（略）



別紙16 実績額シート 別紙16 実績額シート

実支出額及び報告書シート　（略） 実支出額及び報告書シート　（略）



別紙17  １精算額シート 別紙17  １精算額シート



事業実績報告書シート　（略） 事業実績報告書シート　（略）



別紙18 実績額シート 別紙18 実績額シート

実支出額シート及び報告書シート　（略） 実支出額シート及び報告書シート　（略）



別紙19 積算内訳シート 別紙19 積算内訳シート



支出済額内訳シート

事業実績報告～実績報告⑥シート　（略） 事業実績報告～実績報告⑥シート　（略）



別紙20 １積算額内訳シート 別紙20 １積算額内訳シート

２支出額内訳及び３事業実績書シート　（略） ２支出額内訳及び３事業実績書シート　（略）



別紙21 実績額シート 別紙21 実績額シート

実支出額及び報告書シート　（略） 実支出額及び報告書シート　（略）



別紙22 積算内訳シート 別紙22 積算内訳シート

実支出額内訳及び報告書シート　（略） 実支出額内訳及び報告書シート　（略）



別紙23 別紙23

（新設）



（新設）



別紙24～28　（略） 別紙24～28　（略）

別紙29 １積算内訳シート　（略） 別紙29 １積算内訳シート　（略）

２支出額内訳シート　（略） ２支出額内訳シート　（略）



３事業実績シート ３事業実績シート







別紙30　（略） 別紙30　（略）

別紙31 別紙31

（新設）



（新設）



（新設）



（新設）



（削除）



（削除）



（削除）



別紙32 別紙32

（新設）



（新設）



（新設）



（削除）



（削除）



（削除）



（削除）



別紙33 別紙33

（新設）



（新設）



（新設）



（新設）



別紙34 別紙34

２（１）～３（２）シート　（略） ２（１）～３（２）シート　（略）



３（２）イ　シート ３（２）イ　シート

３（３）ア-A～３（イ）シート　（略） ３（３）ア-A～３（イ）シート　（略）



別紙35-１ 別紙35-１



別紙35-２ 別紙35-２



別紙36 別紙36



別紙37-１ 別紙37-１

１-２事業別所要額内訳及び１-３支出済内訳　（略） １-２事業別所要額内訳及び１-３支出済内訳　（略）



１-４事業実績書 １-４事業実績書





別紙37-２ 別紙37-２



２-２事業別積算額内訳及び２-３支出済額内訳シート　（略） ２-２事業別積算額内訳及び２-３支出済額内訳シート　（略）









別紙38 別紙38

２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略） ２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略）



別紙39 別紙39

実績（２支出額）シート　（略） 実績（２支出額）シート　（略）



実績（３　事業実績）シート 実績（３　事業実績）シート







別紙40-１ 別紙40-１

１－２・３支出済額内訳、事業実績書シート　（略） １－２・３支出済額内訳、事業実績書シート　（略）



別紙40-２ 別紙40-２

２－２・３支出済額内訳、事業実績書シート　（略） ２－２・３支出済額内訳、事業実績書シート　（略）



別紙41 別紙41

２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略） ２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略）



別紙42 別紙42

２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略） ２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略）



別紙43 別紙43

（削除）



（削除）



（削除）



２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略） ２支出済額内訳及び３事業実績書シート　（略）



別紙44 別紙44



別紙45 別紙45

（削除）



（削除）



（削除）



（新規）



（新規）



（新規）



別紙46 別紙46

（新規）



（新規）



（新規）



別紙47-１ 別紙47-１

精算額内訳シート 精算額内訳シート

都道府県集計シート①～③（２）　（略） 都道府県集計シート①～③（２）　（略）



都道府県集計シート③（３） 都道府県集計シート③（３）

都道府県集計シート③（４）　（略） 都道府県集計シート③（４）　（略）



都道府県集計シート④ 都道府県集計シート④

都道府県集計シート⑤　（略） 都道府県集計シート⑤　（略）



都道府県集計シート⑥ 都道府県集計シート⑥



別紙47-２　精算額内訳シート 別紙47-２　精算額内訳シート

実支出額内訳シート　①～②（略） 実支出額内訳シート　①～②（略）



実支出額内訳シート　③ 実支出額内訳シート　③



実支出額内訳シート④～事業実績報告シート①　（略） 実支出額内訳シート④～事業実績報告シート①　（略）



事業実績報告シート② 事業実績報告シート②



事業実績報告シート③ 事業実績報告シート③



事業実績報告シート④ 事業実績報告シート④

事業実績報告シート⑤　（略） 事業実績報告シート⑤　（略）



別紙様式第10　（略） 別紙様式第10　（略）

別紙 別紙

新 旧



新 旧

別紙様式第11　（略） 別紙様式第11　（略）



新 旧

別紙様式第12　（略） 別紙様式第12　（略）



新 旧

別紙様式第13　（略） 別紙様式第13　（略）



新 旧

別紙様式第14　（略） 別紙様式第14　（略）



新 旧

（新設）



（新設）


